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「エナリス DR サービス」利用規約 

この規約（以下、「本規約」という。)は、株式会社エナリス(以下、

「当社」という。)が提供するサービスであるエナリス DRサービス（以

下、「本サービス」という。）の利用条件を定めるものです。本サービス

の利用者としての登録がなされた法人（以下「利用者様」という。）は、

本規約に従って、本サービスをご利用いただきます。 

第 1 条（適用） 

本規約は、利用者様と当社との間の本サービスの利用に係る一切

の関係に適用されるものとします。 

第 2 条（申込、登録） 

1. 当社と電気需給契約を締結しているお客様が、当該契約によって

当社から供給された電気を使用する需要場所（以下、「需要場所」

という。）における本サービスの利用に際して、本規約に同意の

上、当社指定の方法により申し込むものとします。 

2. 当社は、当社の基準に従って、前項に基づいて申込みを行った者

（以下、「申請者」という。）の登録、利用の可否を判断し、当社

が登録、利用を認める場合は、当社指定の方法（電子メール等）

により通知するものとします。 

3. 前項の通知をもって登録が完了したものとし、同時に当社と利用

者様の間に本規約の条件による本サービスの利用契約（以下「本

契約」という。）が成立するものとします。

4. 当社は、申請者に以下の事由があると判断した場合、利用申込み

を承認しないことがあり、その理由については一切の開⽰義務を

負わないものとします。 

(1) 利用申込みに際して虚偽の事項を届け出た場合

(2) 本規約に違反したことがある者からの申込みの場合 

(3) 当社が提供するサービスに関する債務の履行が滞っていると

き、又はそのおそれがあるとき 

(4) その他、当社が利用登録を相当でないと判断した場合

第３条（サービス内容） 

当社が利用者様に提供する本サービスの内容は別紙仕様書のとおり

とします。 

第４条（利用料金、支払方法） 

当社は利用者様に対して、本サービスを無償で提供するものとしま

す。 

第５条（禁止事項） 

利用者様は、本サービスの利用にあたり、以下の各号に定める行為を

してはなりません。 

(1) 法令又は公序良俗に違反する行為 

(2) 犯罪に関連する行為 

(3) 当社若しくは第三者のサーバー又はネットワークの機能を破

壊したり、妨害したりする行為 

(4) 当社又は第三者のサービスの運営を妨害するおそれのある行

為

(5) 当社又は第三者の著作権その他の知的財産権を侵害する行為

又は侵害するおそれのある行為 

(6) 当社のサービスに関連して、第 16 条に定める反社会的勢力に

対して直接又は間接に利益を供与する行為

(7) その他、当社が不適切と判断する行為

第６条（本サービスの停止等） 

1. 当社は、以下のいずれかの事由があると判断した場合、利用者様

に事前に通知することなく本サービスの全部若しくは一部の提

供を停止又は中断することができるものとします。

(1) 地震、落雷、⽕災、停電又は天災などの不可抗力により本サー

ビスの提供が困難となった場合 

(2) コンピュータ又は通信回線等が事故により停止した場合 

(3) その他、当社が本サービスの提供が困難と判断した場合

2. 当社は、本サービスの提供の停止又は中断により、利用者様又は

第三者が被ったいかなる損害についても、理由を問わず一切の責

任を負わないものとします。 

第７条（解除） 

1. 当社は、以下の場合には、事前の通知なく、利用者様に対して、

本サービスの全部若しくは一部の利用を制限し、又は本契約を解

除することができるものとします。

(1) 本規約のいずれかの条項に違反した場合

(2) 登録事項に虚偽の事実があることが判明した場合

(3) その他、当社が本サービスの利用を適当でないと判断した場合 

2. 当社は、本条に基づき当社が行った行為により利用者様に生じた

損害について、一切の責任を負わないものとします。 

第８条（本契約の終了） 

当該需要場所における、当社との電気需給契約が終了した場合、本契

約は終了するものとします。 

第９条(秘密保持) 

1. 当社及び利用者様は、次の各号いずれかの情報を除き、本契約に

関する事項及び本契約を通じて知り得た情報（以下「秘密情報」

という。）を機密として保持するものとします。また、自己の内

部においても秘密情報の管理に関し万全の措置を講じるものと

します。 

(1) 相手方から開⽰を受けたときに、既に適法に保有していたも

の

(2) 相手方から開⽰を受けたときに、既に公知又は公用であった

もの 

(3) 相手方から開⽰を受けた後に、自己の責に帰すべき事由によ

ることなく公知又は公用となったもの

(4) 正当な権限を有する第三者から機密保持義務を負うことなく

適法に入手したもの 

(5) 相手方から開⽰を受けた後に、開⽰された事項と関係なく独

自に開発したことを自ら証明できるもの

2. 当社及び利用者様は、本契約期間中のみならずその終了後におい

ても、事前に相手方の書面による承諾なく第三者に開⽰、漏洩、

又は本契約を履行する目的以外に使用してはならないものとし

ます。ただし、親会社、自己又は親会社の役職員、本規約に基づ

く当社の再委託先、弁護士、公認会計士、税理士、その他法令に

基づき秘密保持義務を負うアドバイザーへ開⽰する場合はこの

限りではありません。当社及び利用者様は、本項に基づき第三者

に相手方の秘密情報を開⽰する場合、当該第三者（法令上当然に

守秘義務を負うものを除く）に対し、本条の規定を順守させ、当

該第三者の行為につき一切の責任を負うものとします。 

3. 当社及び利用者様は、理由の如何を問わず本契約が終了した場合、
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又は相手方から請求があった場合には、保有する相手方の機密に

該当する資料・情報・データ等（それらの複製物を含む）を相手

方に返還するか、相手方の指⽰に従って破棄又は消去するものと

します。 

4. 当社及び利用者様は、本契約に違反する機密情報へのアクセス、

不正入手若しくはその試み、若しくはこれらに類する行為を発見

した場合、又は機密情報の紛失、盗難若しくは漏洩のおそれがあ

る場合は、速やかに相手方にその旨を通知するものとし、相手方

による当該事実に関する調査に協力するものとします。 

 

第 10 条（個人情報の保護） 

１． 当社は、本サービスの履行に関連して利用者様より取得した個

人情報を、個人情報の保護に関する法律その他の関係法令、及

び当社が別途定める「個人情報保護方針」(https://www.eneres.co.jp/privacy)

に従い、適切に管理するものとします。 

２． 利用者様は、前項に従い当社が個人情報を取り扱うことについて

同意するものとします。 

３． 当社は、本サービスの履行に関する業務の全部又は一部を第三者

に委託する場合、当社の個人情報保護方針と同等の個人情報保護

義務を当該委託先にも課すものとし、当該委託先の行為につき利

用者様に対して一切の責任を負うものとします。 

４． 当社が個人情報保護方針を変更した場合、変更後の内容が当社ウ

ェブサイトに掲載された時点で変更後の内容が適用されるもの

とします。 

 

第 11 条（電力に関するデータの取扱い） 

1. 当社は、本契約の契約期間中及び契約終了後において、利用者様

の電力に関するデータ（以下、「本データ」という。）を、次の各

号に掲げる利用目的の範囲内で利用できるものとし、利用者様は

あらかじめこれを承諾するものとします。 

(1) 当社が提供する各種サービス（本契約に基づくサービスを含

む。以下本条において同じ）の提供、運営、管理のため 

(2) 当社が提供する各種サービスに関する案内、提案等の情報提

供を利用者様に行うため 

(3) 利用者様からの問い合わせ、相談等に対応するため 

(4) 本契約に基づくサービスの品質改善、又は新たなサービスの

企画、開発、検討を目的とした分析のため 

(5) 利用者様及び需要場所を特定できない統計データとして分析

するため 

2. 当社は、前項の利用目的の範囲内で、当社の再委託先に対し、本

データを開⽰することができるものとし、当該再委託先による本

データの取扱いについて一切の責任を負うものとします。 

3. 当社は、以下のいずれかに該当する場合には、本データを第三者

に開⽰することができるものとします。 

(1) あらかじめ利用者様の書面による同意を得た場合 

(2) 法令等に基づき開⽰しなければならない場合 

(3) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が、

法令に定める事務を遂行することに対して協力の必要がある

場合であって、利用者様の同意を得ることにより当該事務の

遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

4. 当社は、本データにおける欠損又は誤りが発覚した場合であって

も、本データを訂正する責任を負わないものとします。 

 

第 12 条（免責事項） 

1. 当社は、本サービスについて、利用者様の特定の利用目的への適

合性、利用結果の完全性、有用性、的確性、信頼性、即時性等に

ついて何ら保証するものではなく、当社の責によらない事由によ

り利用者様又は第三者に生じた損害について、一切の責任を負わ

ないものとします。 

2. 当社は、本サービスに関して、利用者様と他の利用者様若しくは

第三者との間において生じた取引又は紛争等について、一切の責

任を負わないものとします。ただし、当該損害が当社の故意又は

重過失による場合は、この限りではありません。 

 

第 13 条（サービス内容の変更等） 

当社は、必要と判断した場合には、本規約（別紙仕様書を含む。）を

変更することがあります。なお、当社は本規約を変更する際には、あら

かじめ変更後の本規約の内容及びその効力発生時期を、電子メールに

て通知する方法その他の当社が適切と判断した方法により周知するこ

ととします。この周知が行われ、効力発生時期が到来した場合には、利

用条件は変更後の利用規約によります。 

 

第 14 条（第三者への委託） 

当社は、利用者様の承諾なく本規約に基づく当社の業務の全部又は

一部を第三者に委託することができるものとします。 

 

第 15 条（権利義務の譲渡の禁止） 

利用者様及び当社は、相手方の事前の承諾なく、本契約に基づく権利

を譲渡し又は担保の目的に供してはならず、本契約上の地位又は本契

約に基づく義務を第三者に承継させてはならないものとします。 

 

第 16 条（反社会的勢力の排除） 

1. 当社及び利用者様は、自己及びその役員（取締役、監査役、執行

役又はこれらに準ずる者をいい、以下「役員」という。）その他自

己を実質的に支配する者が、本契約締結時点において、暴力団、

暴力団員、暴力団準構成員、暴力団員・暴力団準構成員でなくな

った日から５年を経過しない者、暴力団関係企業、総会屋等、社

会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力団等、その他これらに準ずる

者（以下総称して「反社会的勢力」という。）に該当しないこと、

及び次の各号のいずれにも該当しないこと、また過去においても

それらに該当しなかったことを表明・保証するものとします。 

(1) 反社会的勢力が経営を支配し、又は経営に実質的に関与してい

ると認められる関係を有すること。 

(2) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を

利用していると認められる関係を有すること。 

(3) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等

の関与をしていると認められる関係を有すること。 

(4) 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

2. 当社及び利用者様は、本契約締結日以降、履行完了までの間、自

己及びその役員その他自己を実質的に支配する者が反社会的勢

力に該当しないこと、並びに前項各号のいずれにも該当しないこ

とを誓約するものとします。 

3. 当社及び利用者様は、自ら又は第三者を利用して、暴力的要求行

為、不当要求行為、脅迫的言動、暴力行為、風説流布・偽計によ

る信用毀損行為、業務妨害行為、その他これらに準ずる行為を行

わないことを誓約するものとします。 

4. 当社又は利用者様が前三項の表明・保証又は誓約に違反した場合、

それが判明した時期の如何を問わず、相手方は何らの催告を要せ

ず直ちに本契約を解除することができるほか、これにより被った
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損害の賠償を請求することができるものとします。なお、当該解

除によって違反当事者に損害又は負担が生じても、当該違反当事

者は相手方に対してその賠償を求めることができないものとし

ます。 

 

第 17 条（準拠法・裁判管轄） 

1. 本規約の解釈にあたっては、日本法を準拠法とします。 

2. 本サービスに関して紛争が生じた場合には、当社の本店所在地を

管轄する裁判所を専属的合意管轄とします。 

 

 

 

附則 

2025 年 12 月１日 制定・実施 

2026 年 6 月 15日 改定・実施 

なお、すでにご契約中の利用者様は 2026 年 7月 1 日から適用しま

す。 
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別紙 仕様書（節電DR） 

 

1. サービス内容 

本サービスは、対象電力管区における厳気象時等の需給ひっ迫時において需給バランス調整等を実施するためのものです。当社

は利用者様に対して節電要請の実施（以下、節電要請を実施することを「発動」といいます。）を通知（以下、「要請通知」といいま

す。）し、利用者様がその要請通知の内容に沿って使用電力の抑制を行った場合に、利用者様が当社と締結している電気需給契約（以

下、「電気需給契約」といいます。）に基づいて当社が利用者様に請求する電気料金（以下、「電気料金」といいます。）を値引きする

ものとします。 

 

2. サービス利用期間 

（１）利用開始時期：電気需給契約に基づく供給開始日又は要請通知を正常に送受信できることがテストメールにより確認できた日の

うち、いずれか遅い日の翌日 

（２）利用終了時期：当該需要場所に係る本契約又は電気需給契約の契約終了日 

 

3. 節電要請の発動・要請通知 

（１）発動対象時間：終日（土日祝日除く） 

（２）要請通知時間：節電要請の対象とした日（以下、「発動日」といいます。）の前日の 12:00~18:00 

（３）要請通知送信元メールアドレス：noreply@eneres.biz 

（４）お問い合わせ窓口：エナリス DR サービス事務局 電話番号 0120-427-718 

 

4. 対象電力管区 

北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州 

 

5. 精算方法 

（１）利用者様が要請通知の内容に沿って使用電力の抑制を行った月（以下、「精算対象月」といいます。）の翌々々月（以下、「精算実施

月」といいます。）に発行する電気料金の請求において、需要場所ごとに、以下の計算式に基づき精算します。 

なお、精算対象月における使用電力の抑制実績の明細については、電気料金の請求書と同一の単位で発行することとします。 

 

 

 

 

 

 

  ※ 精算対象月において使用電力の抑制を行った需要場所をいいます。 

 

（２）値引きは値引対象額を上限とします。インセンティブ額が値引対象額を超える場合であっても、その超過額について、当社は利用

者様への支払義務を負わず、利用者様から当社への請求もできないものとします。 

（３）対応需要場所に係る電気需給契約の終了により、精算実施月に対応需要場所の電気料金の請求がない場合、（１）に定める値引き

は行いません。また、インセンティブ額について、当社は利用者様への支払義務を負わず、利用者様から当社への請求もできないも

のとします。 

 

6. インセンティブ額の算定方法 

（１）インセンティブ額は、各月の 1日 0:00 から同月末日 24:00 の 1 か月間を単位として、節電要請の対象とした時間帯（以下、「発動

時間帯」といいます。）における実績に基づき、需要場所ごとに、以下の計算式により算定します。 

   インセンティブ額＝（精算対象月のベースラインの合計(kWh)－精算対象月の発動日の発動時間帯における使用電力量の合計

(kWh)）×インセンティブ単価(円/kWh) 

 

   ただし、上記計算式における各合計値の算定にあたっては、発動日の発動時間帯（30 分単位）において、使用電力量が 7に定める

ベースラインを下回った時間帯のみを対象とし、ベースライン以上であった時間帯は含めないものとします。 

   なお、インセンティブ額には別途消費税を加算し、小数点以下は切り捨てるものとします。 

（２）インセンティブ単価は利用申込書に記載します。 

 

値引対象額 

－ 
対応需要場所※

の電気料金 
再エネ賦課金 － 

対応需要場所の 

インセンティブ額 

（算定方法は６.に定める） 



5 

7. ベースラインの算定方法 

ベースラインは、原則、資源エネルギー庁策定の「エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスに関するガイドライン」

（令和７年 11月 19 日改定）にて掲載されている標準ベースライン（high 4 of 5 (当日調整あり)）を用いることとし、需要場所ご

とに、下記（１）から（３）のとおり算定します。 

（１）発動日の直近５日間（発動日を含まない。）のうち、発動時間帯の平均使用電力量が多い４日間の平均使用電力量を 30 分単位で算

出します。 

ただし、次のイからハまでに掲げる日については、上記の母数となる直近５日間から除外するものとします。その際、当該母数が

５日間となるよう、発動日から過去 30 日以内で更に日を遡るものとします。 

イ 土曜日・日曜日・祝日 

ロ 過去の発動日 

ハ 直近５日間の各日について、発動時間帯における使用電力量の平均値が、直近 5 日間の発動時間帯における使用電力量の総平

均値の 25%未満である日があった場合、当該日 

なお、母数となる使用電力量に関するデータが４日分しかない場合には、当該４日間の平均値を（１）で算出された値とします。４

日分に満たない場合には、４日間となるよう発動日から過去 30日以内の発動日のうち、発動時間帯の平均使用電力量が最も大きい日

を算出対象に加え、当該４日間の平均値を（１）で算出された値とします。 

（２）発動時間の 5時間前から 2時間前までの 30分単位の６つの時間帯について、「（発動日の使用電力量）－（（１）で算出された値）」

の平均値を算出します。 

（３）（１）で算出された値における発動時間帯の 30 分単位の各時間帯に、（２）で算出された値を加算したものを、ベースラインとし

ます。ただし、算出されたベースラインがマイナスになる場合は、マイナスとなる時間帯のベースラインをゼロに補正するものとし

ます。 


